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屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

1. 方針

本資料では，屋外重要土木構造物等※1 の耐震評価における断面選定の考え方

について示す。なお，津波防護施設については「島根原子力発電所２号炉 津波

による損傷の防止」に示す。 

※1 屋外重要土木構造物及び重大事故等対処施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。 

本資料で記載する屋外重要土木構造物等の一覧を第 6－1－1表に，屋外重要土

木構造物等に設置される主要な設備一覧を第 6－1－2表に，全体配置図を第 6－

1－1図に示す。 

第6－1－1表 評価対象構造物一覧 

分類 設備名称 構造形式

屋外重要土木構造物等

・取水槽

箱型構造物

・ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

・第１ベントフィルタ格納槽

・緊急時対策所用燃料地下タンク

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

線状構造物
・燃料移送系配管ダクト

・屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

・取水口 円筒状構造物

・ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 直接基礎

・取水管 管路構造物

4条－別添6－1
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第6－1－2表 評価対象構造物に設置される設備一覧 

 

 

 

 

 

 

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）
※１：非常用取水設備
※２：常設重大事故等対処設備に対する浸水防止設備，津波監視設備

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）
※１：非常用取水設備

4条－別添6－2
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第6－1－1図 評価対象構造物 全体配置図 

  

4条－別添6－3
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島根原子力発電所の屋外重要土木構造物等は，箱型構造物，線状構造物，円筒

状構造物，直接基礎及び管路構造物の５つの構造形式に分類され，構造上の特徴

として，明確な強軸及び弱軸を有するものと，強軸及び弱軸が明確でないものが

存在する。 

箱型構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。通水以外の要求機能が

求められる箱型構造物は，加振方向と直交する方向の構造物の長さに対する加振

方向に平行に配置される壁の厚さの割合が小さい方が弱軸となり，大きい方が強

軸となる。箱型構造物の設計方針として，強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に

対して顕著な影響を及ぼさないが，強軸方向断面についても，弱軸方向と同じよ

うに要求機能があり，間接支持する機器・配管の有無や浸水防護壁等の応答影響

評価の必要性があることから，耐震評価候補断面に追加する。弱軸方向断面では，

配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補

断面とする。ただし，加振方向と平行に配置される壁が多数ある構造物について

は，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，必要により壁間の幅

を耐震評価候補断面とする。また，強軸方向断面では，加振方向と平行に配置さ

れる壁の影響を考慮するため，構造物の奥行幅を耐震評価候補断面とする。箱型

構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安全性に支配的な弱軸方向及

び強軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。加振方

向と平行に配置される壁の影響を考慮する構造物については，加振方向と平行に

配置される壁から対象とする断面までの距離に依存して拘束効果が減少すること

や，妻壁の非線形性の有無，妻壁との接合部における応力集中を確認する必要が

あることから，3次元モデルによる検討を実施する。 

線状構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。線状構造物は，加振方

向と平行に配置される壁部材が少ない方が弱軸となり，多い方が強軸となる。強

軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向断

面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。線状構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安

全性に支配的な弱軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定

する。線状構造物のうち，部位の一部が他の構造物の部位の一部と一体化してい

4条－別添6－4
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る範囲がある場合は，当該部位のような複雑な構造における立体的な作用荷重を

精緻に評価するため，２次元FEMモデルによる耐震評価に加えて，3次元モデルに

よる検討を実施する。 

円筒状構造物及び直接基礎に分類される評価対象構造物は，鋼製及び鉄筋コン

クリート造の構造物であり，円筒状及び正方形であるため，箱型構造物や線状構

造物と比較して，強軸及び弱軸が明確ではない。円筒状構造物及び直接基礎は，

質点系モデルでモデル化する。評価対象断面の選定においては，構造物中央を通

る断面及びその直交方向断面から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき

選定する。 

管路構造物に分類される評価対象構造物は，海水の通水機能を維持するため，

通水方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置されていることから，

構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。評価対象構造物は，鋼製部材

で構成されており，管軸方向が強軸方向となり，管軸直交方向が弱軸方向となる。

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向

断面では，延長方向の構造的特徴が一様であることから，代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。管路構造物の評価対象断面は，構造の安全性に支配的な弱

軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。なお，「水道

施設耐震工法指針・解説（日本水道協会，1997）」に基づき，一般的な地中埋設管

路の設計で考慮される管軸方向断面についても検討する。 

また，評価対象断面の選定の流れを以下に示す。 

（１）耐震評価候補断面の整理 

評価対象構造物の以下の観点から耐震評価候補断面を整理する。 

①要求機能並びに間接支持する機器・配管の有無及び設置状況 

・要求機能に各候補断面で差異がある場合，要求機能に応じた許容限界が異なり，

評価対象構造物の耐震評価に影響することから，要求機能の差異の有無により

候補断面を整理する。 

・間接支持する機器・配管系の種類及び設置状況に各候補断面で差異がある場合

は，構造物に作用する荷重及び床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機

器・配管系の耐震評価に影響することから，間接支持する機器・配管系の種類

や設置状況に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

②構造的特徴（部材厚，内空断面，断面急変部，構造物間の連結部等） 

・構造的特徴に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用する土圧等の荷重

及び床応答特性が各断面で異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評

価に影響することから，構造的特徴の差異の有無により候補断面を整理する。 

③周辺状況（上載荷重，土被り厚，周辺地質，周辺地質変化部，隣接構造物，地

下水位※） 

・周辺地質や周辺地質変化部に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用す

る土圧等の荷重，地震波の伝搬特性及び床応答特性が異なり，評価対象構造物

及び機器・配管系の耐震評価に影響することから，周辺地質の差異の有無によ

4条－別添6－5
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り候補断面を整理する。 

・MMR（マンメイドロック）は，構造物を支持する又は構造物の周囲を埋め戻す

コンクリートである。MMRの分布により，構造物に作用する土圧等の荷重，地

震波の伝搬特性及び床応答特性に影響を与えることから，周辺地質の中で整理

する。なお，MMRは直下の岩盤の物性値を設定することを基本とする。 

・隣接構造物による影響については，２次元ＦＥＭにてモデル化する隣接構造物

の有無や種類に各断面で差異がある場合，構造物に作用する土圧等の荷重及び

床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評価に影響する

ことから，モデル化する隣接構造物の差異の有無により候補断面を整理する。 

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で

設定する。 

④地震波の伝搬特性 

・地震波の伝搬特性は，周辺状況のうち評価対象構造物下部の岩盤やMMR等の周

辺地質の状況により異なることから，観点③の整理を踏まえ，地震波の伝搬特

性に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

⑤床応答特性 

・観点①～③の整理を踏まえ，床応答特性の差異の有無及び間接支持する機器・

配管系の設置状況により候補断面を整理する。 

 

（２） 評価対象断面の選定 

⑥耐震評価候補断面の選定 

・（１）にて整理した耐震評価候補断面に対して，①要求機能並びに間接支持

する機器・配管の有無及び設置状況，②構造的特徴，③周辺状況を考慮し，

耐震評価上厳しいと考えられる断面を選定する。 

⑦評価候補断面の絞り込み 

・複数の観点から異なる耐震評価候補断面が複数抽出される場合は，詳細設計

段階で実施する浸透流解析結果を踏まえ，地震応答解析を実施して評価候補

断面の絞り込みを行う場合もある。 

⑧床応答算出用の断面の選定 

・耐震評価上の観点以外に機器・配管系の応答加速度及び応答変位の観点から，

床応答算出用の断面を選定する。 

・線状構造物については，強軸方向断面も含めて選定する。 

 

評価対象断面のモデル化範囲（２次元ＦＥＭ解析モデル）については，以下

に考え方を示す。 

２次元ＦＥＭによる地震応答解析モデルの範囲が，地盤及び構造物の応力状

態に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所

耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」を適用し，以下に示すとおりモデル幅を構

造物基礎幅の５倍以上，地盤モデルの入力基盤深さを構造物基礎幅の1.5～２倍

4条－別添6－6
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確保する。 

２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方を第6－1－2図に示す。 

 

 

 

第6－1－2図 ２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方 

 

 

 

  

構造物

構造物基礎幅の
1.5～２倍

構造物基礎幅の５倍以上

ＦＥＭモデル
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屋外重要土木構造物等について，耐震評価候補断面の整理及び評価対象断面の

選定フローを第6－1－3図に示す。 
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2. 屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

 2.1 各施設の配置 

  本章では屋外重要土木構造物等である，取水槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク

基礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，緊急時

対策所用燃料地下タンク，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），燃料移送

系配管ダクト，屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダク

ト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機），取水口，ガスタ

ービン発電機用軽油タンク基礎及び取水管の断面選定の考え方を示す。 

  第 6-2-1 図に屋外重要土木構造物等の全体配置図を示す。 

 

 

  

 

第 6－2－1 図 屋外重要土木構造物等 全体配置図 

取水口 

取水管 取水槽 

屋外配管ダクト 
（ガスタービン発電機用軽油タンク 

 ～ガスタービン発電機） 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第 1 ベントフィルタ格納槽 

ディーゼル燃料貯蔵 
タンク基礎 

燃料移送系配管 
ダクト 屋外配管ダクト 

（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

緊急時対策所用燃料地下タンク 

Ｎ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒） 
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2.2 取水槽 

取水槽の配置図を第6－2－2図に，設置される浸水防止設備や津波監視設備の配

置図を第6－2－3図～第6－2－4図に，平面図を第6－2－5図に，縦断図を第6－2－

6図に，断面図を第6－2－7図～第6－2－10図に，地質断面図を第6－2－11図～第6

－2－12図に，岩級断面図を第6－2－13図～第6－2－14図にそれぞれ示す。 

取水槽は，Ｓクラス設備である原子炉補機海水ポンプ等の間接支持機能と，非

常用取水設備としての通水機能及び浸水防護重点化範囲の保持および内部溢水影

響評価から止水機能が要求される。 

浸水防護重点化範囲を保持するために止水機能が求められる部位は，ポンプ室

に設置される中床版（EL+1.1ｍ），スクリーン室に設置される中床版（EL+4.0ｍ）

及びスクリーン室南側の除じん機エリア防水壁の位置に設置される中壁（EL+1.1

ｍ～EL+8.8ｍ）である。また，内部溢水影響評価から止水機能が求められる部位

は，ポンプ室の海水ポンプエリア水密扉を設置する中壁（EL+1.1ｍ～EL+8.8ｍ）

である。 

取水槽はストレーナ室，ポンプ室，スクリーン室及び漸拡ダクト部に大別され

る，延長47.25m，幅34.95m，高さ20.5mの鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

取水槽はCM級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水槽は，通水方向と平行に配置される壁部材が多いため，通水方向が強軸と

なり，通水直交方向が弱軸となる。 

取水槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲を踏

まえ，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，壁間の幅を耐震評

価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－2 図 取水槽 配置図  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水槽
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第 6－2－3 図 取水槽 設置される設備の配置図（縦断図） 

 

 

第 6－2－4 図 取水槽 設置される設備の配置図（平面図）  
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第 6－2－5 図 取水槽 平面図 

 

 

 

第 6－2－6 図 取水槽 縦断図（⑤－⑤断面） 
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第 6－2－7 図 取水槽 断面図（①－①断面） 

 

 

 
第 6－2－8 図 取水槽 断面図（②－②断面） 

 

  

単位：mm

単位：mm
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第 6－2－9 図 取水槽 断面図（③－③断面） 

 

 

 

第 6－2－10 図 取水槽 断面図（④－④断面） 
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第 6－2－11 図 取水槽 地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6－2－12 図 取水槽 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－13図 取水槽 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－14図 取水槽 岩級断面図（③－③断面） 

 

 

取水槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，

その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
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【取水槽の各部位における要求機能及び耐震評価条件について】 

 取水槽の弱軸方向断面において加振方向と平行に配置される壁（以降，妻壁と

呼ぶ）を含む各部位の耐震評価は，基準地震動Ｓｓによる地震応答解析を実施し，

各部位に生じる応力度等が許容限界を超えないことを確認する。各部位の許容限

界について，取水槽には第 6－2－15 図，第 6－2－16 図に示すとおり止水機能が

求められる部位があり，その他の部位では通水機能や支持機能が求められ，部位

ごとに要求機能が異なる。したがって，各要求機能に対する目標性能を第 6－2－1

表のとおり整理し，目標性能毎に許容限界を設定する。なお，妻壁は次頁に示す

とおり等価剛性としてモデル化し，弱軸方向加振において耐震壁としての役割を

担うことから，妻壁を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説

－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」（以下，「ＲＣ規準」という。）に

準拠した耐震評価を行う。ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）

に対して，コンクリートのみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できる

せん断耐力のいずれか大きい方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定する。

したがって，壁部材に生じるせん断力がコンクリートのみで負担できるせん断力

以下であれば，鉄筋によるせん断負担はなく鉄筋には応力が発生しないものとし

て取り扱う。 

 

 
第 6－2－15 図 取水槽 止水機能が求められる部位（縦断図（⑤－⑤断面）） 

 

 
第 6－2－16 図 取水槽 止水機能が求められる部位（平面図） 
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第 6－2－1 表 要求機能に応じた許容限界 

 

 

【取水槽の妻壁における 2次元等価剛性モデルの適用】 

2 次元 FEM モデルを用いた基準地震動 Ss による地震応答解析を実施し耐震評価を

実施するが，妻壁の拘束効果を期待する取水槽については，先行プラントの審査

実績を踏まえて，構造物と地盤の相互作用により発生する土圧を正しく評価する

ため，妻壁の剛性を考慮した２次元モデルでモデル化する。各妻壁で要求機能及

び支持される設備の種類や設置状況が異なる場合は，妻壁間の幅をモデル化範囲

とすることにより，要求機能等に応じた妻壁毎の耐震評価が可能である。ただし，

妻壁から対象とする断面までの距離に依存して拘束効果が減少することや，妻壁

の非線形性の有無，妻壁との接合部における応力集中を確認する必要があること

から， 3 次元モデルによる検討を実施する。2次元モデル及び 3次元モデルの概

念図を第 6－2－2－16 図に示す。 

 

 

第 6－2－17 図 2 次元モデル及び 3次元モデルの概念図 
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2.3 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎（地中部及び半地下部）の配置図を第 6－2－18

図に，平面図を第 6－2－19 図に，縦断図を第 6－2－20 図に，断面図を第 6－2－

21 図～第 6－2－22 図に，地質断面図を第 6－2－23 図に，岩級断面図を第 6－2－

24 図にそれぞれ示す。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，Ｓクラス設備である非常用ディーゼル発電

設備ディーゼル燃料貯蔵タンク等の間接支持機能が要求される。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，延長約 20m，幅約 19m，高さ約 7m の鉄筋コ

ンクリート造の地中及び半地下構造物である。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，CM 級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（地中部は南北方向，半地下部は東西方向）に加振した場合は，加振

方向に直交する方向の構造物の長さに対する加振方向と平行に配置される壁の厚

さの割合が大きくなるので，長辺方向が強軸となり，短辺方向（地中部は東西方

向，半地下部は南北方向）が弱軸となる。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概

ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 
 

 

第 6－2－18 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎
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第6－2－19図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 平面図 

 

 

 

第 6－2－20 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－21 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

 
 

第 6－2－22 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－23 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6－2－24 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 岩級断面図（②－②断面） 
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ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。な

お，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，

その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
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 2.4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の配置図を第 6－2－25 図に，平面図を第 6－2

－26図に，縦断図を第6－2－27図に，断面図を第6－2－28図～第6－2－29図に，

地質断面図を第 6－2－30 図～第 6－2－31 図に，岩級断面図を第 6－2－32 図～第

6－2－33 図にそれぞれ示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，常設重大事故等対処設備である低圧原子

炉代替注水ポンプ等の間接支持機能が要求される。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，延長26.6m，幅13.4m，高さ16.0m又は19.6m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，CM 級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向に直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に設置される壁の厚さの割合が大きくなるので，長

辺方向が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴

が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 
 

 

 

第 6－2－25 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 配置図 
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 Ｎ 

4条－別添6－24

29



 

 

第 6－2－26 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

 

 

 
第 6－2－27 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－28 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－29 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－30 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

第 6－2－31 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－32図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－33図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（②－②断面）  
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低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，

周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  

4条－別添6－29

34



 

 2.5 第 1 ベントフィルタ格納槽 

第 1 ベントフィルタ格納槽の配置図を第 6－2－34 図に，平面図を第 6－2－35

図に，縦断図を第 6－2－36 図に，断面図を第 6－2－37 図～第 6－2－38 図に，地

質断面図を第 6－2－39 図～第 6－2－40 図に，岩級断面図を第 6－2－41 図～第 6

－2－42 図にそれぞれ示す。 

第 1 ベントフィルタ格納槽は，常設重大事故等対処設備である第１ベントフィ

ルタスクラバ容器等の間接支持機能及び遮蔽機能が要求される。 

第 1 ベントフィルタ格納槽は，延長 24.6m，幅 13.4m，高さ 14.0m～18.7m の鉄

筋コンクリート造の地中構造物である。 

第１ベントフィルタ格納槽は MMR（マンメイドロック）を介して CM 級以上の岩

盤に支持されている。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向に平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

第１ベントフィルタ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね

同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

 

第 6－2－34 図 第 1 ベントフィルタ格納槽 配置図 
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第 6－2－35 図 第 1 ベントフィルタ格納槽 平面図 

 

 

第 6－2－36 図 第 1 ベントフィルタ格納槽 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－37 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－38 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－39 図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6－2－40 図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－41図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－42図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（②－②断面） 
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第１ベントフィルタ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状

況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  

4条－別添6－35

40



 

 2.6 緊急時対策所用燃料地下タンク 

緊急時対策所用燃料地下タンクの配置図を第6－2－43図に，平面図を第6－2－

44図に，縦断図を第6－2－45図に，断面図を第6－2－46図に，地質断面図を第6－

2－47図に，岩級断面図を第6－2－48図にそれぞれ示す。 

緊急時対策所用燃料地下タンクは，常設重大事故緩和設備であり，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）で構成され，非常用発電装置に係る燃料の

貯蔵が要求される構造物である。なお，要求性能を期待する部位は，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）である。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，延長 12.8m，幅 3.85m，高さ 3.9m の鉄筋コ

ンクリート造の地中構造物である。 

緊急時対策所用燃料地下タンクは，CM 級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西断面）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

緊急時対策所用燃料地下タンクの弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が

概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

 

第 6－2－43 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 配置図 
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第 6－2－44 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

 

 
第 6－2－45 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 縦断図（②－②断面） 

 

 

 

第 6－2－46 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（①－①断面） 
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第 6－2－47 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 地質断面図（①－①断面） 
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第 6－2－48 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

緊急時対策所用燃料地下タンクについて，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
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2.7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の配置図を第6－2－49図に，平面図

を第6－2－50図に，縦断図を第6－2－51図に，断面図を第6－2－52図～第6－2－

55図に，地質断面図を第6－2－56図に，地質縦断図を第6－2－57図に，岩級縦断

図を第6－2－58図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，Ｓクラス設備である非常用ガス

処理系配管・弁等の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，延長約20mの鉄筋コンクリート造の

地中構造物であり，幅6.7m，高さ3.1mの２連のボックスカルバート構造，幅6.2m，

高さ3.6mのボックスカルバート構造に大別される延長方向に断面の変化が小さい

線状構造物である（第6－2－52図～第6－2－55図）。 

 間接支持する配管の管軸方向と平行に配置される壁部材が多いので，間接支持

する配管の管軸方向が強軸となる。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持

されている。 
 

 
第6－2－49図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 配置図 

 

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 
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第6－2－50図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

 

第6－2－51図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 縦断図（⑤－⑤断面） 

 

第6－2－52図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 縦断図（①－①断面）  
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第6－2－53図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－54図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（③－③断面） 

 

 

第6－2－55図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（④－④断面） 
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第6－2－56図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質断面図（③－③断

面） 

 

 

第6－2－57図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質縦断図（⑤－⑤断

面） 
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第6－2－58図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）岩級縦断図（⑤－⑤断

面） 

 

 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）について，間接支持する設備，構造

的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理す

る。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。な

お，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，

その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
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【屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の3次元モデルによる耐震評価】 

第6－2－59図～第6－2－61図に示すように，屋外配管ダクト（タービン建物～

排気筒）の底版の一部が，下位クラス施設である屋外配管ダクト（タービン建物

～放水槽）の頂版の一部と一体化している範囲があることから，当該部位のよう

な複雑な構造における立体的な作用荷重を精緻に評価するため，2次元FEMモデル

による耐震評価に加えて，3次元モデルによる検討を実施する。 

 

 

第6－2－59図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 
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第6－2－60図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－61図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 
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屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部は，上位クラス施設であ

る屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）を間接支持する構造物であることか

ら，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と同じ要求機能を満足することを

確認する。屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部の要求機能，目

標性能，許容限界等を第 6－2－2表に示す。 

 

第 6－2－2 表 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部における 

耐震評価条件 

 

 

3 次元モデル範囲は，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダク

ト（タービン建物～放水槽）のそれぞれの構造目地間とし，イメージを第 6－2－

62 図に示す。 

 

 

第 6－2－62 図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）イメージ図 
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 2.8 燃料移送系配管ダクト 

燃料移送系配管ダクトの配置図を第6－2－63図に，平面図を第6－2－64図に，

縦断図を第6－2－65図に，断面図を第6－2－66図～第6－2－67図に，地質断面図

を第6－2－68図に，地質縦断図を第6－2－69図に，岩級縦断図を第6－2－70図に

それぞれ示す。 

燃料移送系配管ダクトは，Ｓクラス設備である非常用ディーゼル発電設備燃料

移送系配管・弁の間接支持機能が要求される。 

燃料移送系配管ダクトは，延長12.6mの鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，

幅2.7m，高さ3.55～4.25mのボックスカルバート構造の延長方向に断面の変化が小

さい線状構造物である（第6－2－66図～第6－2－67図）。 

燃料移送系配管ダクトは，一部MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

 

第 6－2－63 図 燃料移送系配管ダクト 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 
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第 6－2－64 図 燃料移送系配管ダクト 平面図 

 

 

 

第 6－2－65 図 燃料移送系配管ダクト 縦断図（③－③断面） 
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第 6－2－66 図 燃料移送系配管ダクト 断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－67 図 燃料移送系配管ダクト 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－68 図 燃料移送系配管ダクト 地質断面図（①－①断面） 

 

 

 

第6－2－69図 燃料移送系配管ダクト 地質縦断図（③－③断面） 
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第6－2－70図 燃料移送系配管ダクト 岩級縦断図（③－③断面） 

 

 

 

燃料移送系配管ダクトについて，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及

び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  
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 2.9 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）の配置図を第6－2－71図に，

平面図を第6－2－72図に，縦断図を第6－2－73図に，断面図を第6－2－74図～第6

－2－77図に，地質断面図を第6－2－78図～第6－2－79図に，地質縦断図を第6－2

－80図に，岩級縦断図を第6－2－81図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）は，Ｓクラス設備である非常

用ディーゼル発電設備燃料移送系配管・弁の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）は，延長約62mの鉄筋コンクリ

ート造の地中構造物であり，幅2.670m ～3.850m，高さ3.739m ～4.246mのボック

スカルバート構造の延長方向に断面の変化が小さい線状構造物である（第6－2－

74図～第6－2－77図）。 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）はMMRを介してCM級以上の岩盤

に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

 

第 6－2－71 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 配置図  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 
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第 6－2－72 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 平面図 

 

 

 

第 6－2－73 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 
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第 6－2－74 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－75 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（②－②断面） 
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第 6－2－76 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（③－③断面） 

 

 

 

第 6－2－77 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（④－④断面） 
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第 6－2－78 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（②－②断面） 

 

 

第 6－2－79 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（④－④断面） 
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第6－2－80図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質縦断図（⑤－⑤断面） 

 

第6－2－81図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

岩級縦断図（⑤－⑤断面） 

 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）について，間接支持する設備，

構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整

理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  
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2.10 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

配置図を第6－2－82図に，平面図を第6－2－83図に，縦断図を第6－2－84図に，

断面図を第6－2－85図～第6－2－87図に，地質断面図を第6－2－88図に，地質縦

断図を第6－2－89図に，岩級縦断図を第6－2－90図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

Ｓクラス設備であるガスタービン発電機用燃料移送配管・弁の間接支持機能が要

求される。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

延長58.32m，幅2.8m，高さ1.8mの鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，延長

方向に断面の変化がない線状構造物である（第6－2－85～第6－2－87図）。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 
 

 

第 6－2－82 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 配置図  

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～

ガスタービン発電機）

 Ｎ 
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第6－2－83図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

 

 

第6－2－84図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

縦断図（④－④断面） 
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第6－2－85図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－86図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（②－②断面） 

 

 

第 6－2－87 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（③－③断面）  
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第 6－2－88 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－89図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質縦断図（④－④断面） 
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第6－2－90図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

岩級縦断図（④－④断面） 

 

 

 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）に

ついて，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏

まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  
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2.11 取水口 

取水口の配置図を第6－2－91図に，平面図を第6－2－92図に，断面図を第6－2

－93図～第6－2－94図に，地質断面図を第6－2－95図～第6－2－96図に，岩級断

面図を第6－2－97図～第6－2－98図にそれぞれ示す。 

取水口は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水口は，直径18.6m，高さ13mの基部をアンカーコンクリートで巻き立てられ

た鋼製の構造物である。 

取水口はCM級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水口は円筒状構造物であるため，強軸及び弱軸が明確ではない。 
 

 

第 6－2－91 図 取水口 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水口
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第6－2－92図 取水口 平面図 
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第 6－2－93 図 取水口Ⅰ 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－94 図 取水口Ⅰ 断面図（②－②断面） 
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第6－2－95図 取水口 地質断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－96図 取水口 地質断面図（③－③断面） 

 

 

  

約19m

約
1
3
m

取水口

EL-22.0m

取水管

4条－別添6－67

72



 

 

 

第6－2－97図 取水口 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－98図 取水口 岩級断面図（③－③断面） 

 

 

取水口について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  
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 2.12 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の配置図を第6－2－99図に，平面図を第6

－2－100図に，断面図を第6－2－101～第6－2－102図に，地質断面図を第6－2－

103図に，岩級断面図を第6－2－104図にそれぞれ示す。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，常設重大事故等対処設備であるガス

タービン発電機用軽油タンク等の間接支持機能が要求される。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，幅18m×18mの鉄筋コンクリート造の

構造物である。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，MMRを介してCM級以上の岩盤に支持さ

れている。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は正方形の直接基礎であるため，強軸及

び弱軸が明確ではない。 
 

 

第 6－2－99 図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 配置図 

  

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎

 Ｎ 
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第 6－2－100 図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

 

第6－2－101図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－102図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（②－②断面）  
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第6－2－103図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 地質断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－104図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 岩級断面図（①－①断面）  
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ガスタービン発電機用軽油タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特

徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応

答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれ

ば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
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2.13 取水管 

取水管の配置図を第6－2－105図に，平面図を第6－2－106図に，縦断図を第6－

2－107図に，輪谷湾周辺の底質分布を第6－2－108図に，平面図（詳細図）を第6

－2－109図に，断面図を第6－2－110図～第6－2－111図に，地質断面図を第6－2

－112～第6－2－115図に，地質縦断図を第6－2－116図に，岩級縦断図を第6－2－

117図にそれぞれ示す。 

取水管は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水管は，取水口と取水槽を結ぶ，管径φ4,300mmの鋼製の構造物であり，北側

より，③－③断面（砕石），①－①断面（巻立コンクリート）により構成され，通

水方向に対して一様の断面形状を示す管路構造物である（第6－2－110図～第6－2

－111図）。 

取水管の縦断方向（通水方向）は，通水方向に対して空間を保持できるように

構造部材が配置されていることから強軸となり，横断方向（通水方向に対する直

交方向）が弱軸となる。 

輪谷湾の底質土砂は，岩及び砂礫で構成されているが，島根２号炉の取水口・

取水管が設置される周辺は，岩が分布している（第6－2－108図）。 

 取水管は，岩盤掘削した中に砕石またはコンクリートを介して CM 級以上の岩盤

に支持されている。 

 

第 6－2－105 図 取水管 配置図 

 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 
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第 6－2－106 図 取水管 平面図 
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第 6－2－107 図 取水管 縦断図（⑥－⑥断面）  
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第6－2－108図 輪谷湾周辺の底質分布（自社調査（1995）） 

 

 

 

第 6－2－109 図 取水管 平面図（詳細図） 
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第 6－2－110 図 取水管 断面図（③－③断面） 

 

 

第 6－2－111 図 取水管 断面図（①－①断面） 

単位：mm
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第6－2－112図 取水管 地質断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－113図 取水管 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－114図 取水管 地質断面図（④－④断面） 

 

 

第6－2－115図 取水管 地質断面図（⑤－⑤断面） 
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第6－2－116図 取水管 地質縦断図（⑥－⑥断面） 

 

 

第6－2－117図 取水管 岩級縦断図（⑥－⑥断面） 

 

取水管について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理する。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，構造物の応答

が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。なお，

詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で異なる要因があれば，その

観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
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巻立コンクリート

:岩相境界線

凡例
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別紙－６

島根原子力発電所２号炉

屋外重要土木構造物等の耐震評価に

おける断面選定について

（耐震）
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屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

1. 方針

本資料では，屋外重要土木構造物等※1の耐震評価における断面選定の考え方につ

いて示す。なお，津波防護施設については「島根原子力発電所２号炉 津波によ

る損傷の防止」に示す。 

※1 屋外重要土木構造物及び重大事故等対処施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。

本資料で記載する屋外重要土木構造物等の一覧を第6－1－1表に，屋外重要土木

構造物等に設置される主要な設備一覧を第6－1－2表に，全体配置図を第6－1－1

図に示す。 

第6－1－1表 評価対象構造物一覧 

分類 設備名称 構造形式

屋外重要土木構造物等

・取水槽

箱型構造物

・ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

・第１ベントフィルタ格納槽

・緊急時対策所用燃料地下タンク

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

線状構造物
・燃料移送系配管ダクト

・屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

・取水口 円筒状構造物

・ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 直接基礎

・取水管 管路構造物

4条－別紙6－1
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第6－1－2表 評価対象構造物に設置される設備一覧 

 

 

 

 

  

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）
※１：非常用取水設備
※２：常設重大事故等対処設備に対する浸水防止設備，津波監視設備

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

屋外重要土木構造物：耐震上重要な機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常用における海水の通水機能を求められる土木構造物
常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）
常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設

（特定重大事故等対処施設を除く）
耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）
※１：非常用取水設備
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第6－1－1図 評価対象構造物 全体配置図 
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島根原子力発電所の屋外重要土木構造物等は，箱型構造物，線状構造物，円筒

状構造物，直接基礎及び管路構造物の５つの構造形式に分類され，構造上の特徴

として，明確な強軸及び弱軸を有するものと，強軸及び弱軸が明確でないものが

存在する。 

箱型構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。通水以外の要求機能が

求められる箱型構造物は，加振方向と直交する方向の構造物の長さに対する加振

方向に平行に配置される壁の厚さの割合が小さい方が弱軸となり，大きい方が強

軸となる。箱型構造物の設計方針として，強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に

対して顕著な影響を及ぼさないが，強軸方向断面についても，弱軸方向と同じよ

うに要求機能があり，間接支持する機器・配管の有無や浸水防護壁等の応答影響

評価の必要性があることから，耐震評価候補断面に追加する。弱軸方向断面では，

配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補

断面とする。ただし，加振方向と平行に配置される壁が多数ある構造物について

は，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，必要により壁間の幅

を耐震評価候補断面とする。また，強軸方向断面では，加振方向と平行に配置さ

れる壁の影響を考慮するため，構造物の奥行幅を耐震評価候補断面とする。箱型

構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安全性に支配的な弱軸方向及

び強軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。加振方

向と平行に配置される壁の影響を考慮する構造物については，加振方向と平行に

配置される壁から対象とする断面までの距離に依存して拘束効果が減少すること

や，妻壁の非線形性の有無，妻壁との接合部における応力集中を確認する必要が

あることから，3次元モデルによる検討を実施する。 
線状構造物に分類される評価対象構造物は，鉄筋コンクリート造で構成されて

おり，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，通水方向や

間接支持する配管の管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置さ

れている。通水方向や配管の管軸方向と直交する方向には構造部材の配置が少な

いことから，構造上の特徴として，明確に通水方向や配管の管軸方向が強軸に，

通水方向や配管の管軸方向と直交する方向が弱軸となる。線状構造物は，加振方

向と平行に配置される壁部材が少ない方が弱軸となり，多い方が強軸となる。強

軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向断

面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。線状構造物の評価対象断面は，以上の理由により構造の安

全性に支配的な弱軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定

する。線状構造物のうち，部位の一部が他の構造物の部位の一部と一体化してい
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る範囲がある場合は，当該部位のような複雑な構造における立体的な作用荷重を

精緻に評価するため，２次元FEMモデルによる耐震評価に加えて，3次元モデルに

よる検討を実施する。 
円筒状構造物及び直接基礎に分類される評価対象構造物は，鋼製及び鉄筋コン

クリート造の構造物であり，円筒状及び正方形であるため，箱型構造物や線状構

造物と比較して，強軸及び弱軸が明確ではない。円筒状構造物及び直接基礎は，

質点系モデルでモデル化する。評価対象断面の選定においては，構造物中央を通

る断面及びその直交方向断面から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき

選定する。 

管路構造物に分類される評価対象構造物は，海水の通水機能を維持するため，

通水方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置されていることから，

構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。評価対象構造物は，鋼製部材

で構成されており，管軸方向が強軸方向となり，管軸直交方向が弱軸方向となる。

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。弱軸方向

断面では，延長方向の構造的特徴が一様であることから，代表となる範囲を耐震

評価候補断面とする。管路構造物の評価対象断面は，構造の安全性に支配的な弱

軸方向から，後述する評価対象断面の選定の流れに基づき選定する。なお，「水道

施設耐震工法指針・解説（日本水道協会，1997）」に基づき，一般的な地中埋設管

路の設計で考慮される管軸方向断面についても検討する。 

また，評価対象断面の選定の流れを以下に示す。 

（１）耐震評価候補断面の整理 

評価対象構造物の以下の観点から耐震評価候補断面を整理する。 

①要求機能並びに間接支持する機器・配管の有無及び設置状況 

・要求機能に各候補断面で差異がある場合，要求機能に応じた許容限界が異なり，

評価対象構造物の耐震評価に影響することから，要求機能の差異の有無により

候補断面を整理する。 

・間接支持する機器・配管系の種類及び設置状況に各候補断面で差異がある場合

は，構造物に作用する荷重及び床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機

器・配管系の耐震評価に影響することから，間接支持する機器・配管系の種類

や設置状況に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

②構造的特徴（部材厚，内空断面，断面急変部，構造物間の連結部等） 

・構造的特徴に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用する土圧等の荷重

及び床応答特性が各断面で異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評

価に影響することから，構造的特徴の差異の有無により候補断面を整理する。 

③周辺状況（上載荷重，土被り厚，周辺地質，周辺地質変化部，隣接構造物，地

下水位※） 

・周辺地質や周辺地質変化部に各候補断面で差異がある場合は，構造物に作用す

る土圧等の荷重，地震波の伝搬特性及び床応答特性が異なり，評価対象構造物

及び機器・配管系の耐震評価に影響することから，周辺地質の差異の有無によ
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り候補断面を整理する。 

・MMR（マンメイドロック）は，構造物を支持する又は構造物の周囲を埋め戻す

コンクリートである。MMRの分布により，構造物に作用する土圧等の荷重，地

震波の伝搬特性及び床応答特性に影響を与えることから，周辺地質の中で整理

する。なお，MMRは直下の岩盤の物性値を設定することを基本とする。 

・隣接構造物による影響については，２次元ＦＥＭにてモデル化する隣接構造物

の有無や種類に各断面で差異がある場合，構造物に作用する土圧等の荷重及び

床応答特性が異なり，評価対象構造物及び機器・配管系の耐震評価に影響する

ことから，モデル化する隣接構造物の差異の有無により候補断面を整理する。 

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で

設定する。 

④地震波の伝搬特性 

・地震波の伝搬特性は，周辺状況のうち評価対象構造物下部の岩盤やMMR等の周

辺地質の状況により異なることから，観点③の整理を踏まえ，地震波の伝搬特

性に係る差異の有無により候補断面を整理する。 

⑤床応答特性 

・観点①～③の整理を踏まえ，床応答特性の差異の有無及び間接支持する機器・

配管系の設置状況により候補断面を整理する。 

 

（２） 評価対象断面の選定 

⑥耐震評価候補断面の選定 

・（１）にて整理した耐震評価候補断面に対して，①要求機能並びに間接支持す

る機器・配管の有無及び設置状況，②構造的特徴，③周辺状況を考慮し，耐震

評価上厳しいと考えられる断面を選定する。 

⑦耐震評価候補断面の絞り込み 

・複数の観点から異なる耐震評価候補断面が複数抽出される場合は，詳細設計段

階で実施する浸透流解析結果を踏まえ，地震応答解析を実施して耐震評価候補

断面の絞り込みを行う場合もある。 

⑧床応答算出用の断面の選定 

・耐震評価上の観点以外に機器・配管系の応答加速度及び応答変位の観点から，

床応答算出用の断面を選定する。 

・線状構造物については，強軸方向断面も含めて選定する。 

 

評価対象断面のモデル化範囲（２次元ＦＥＭ解析モデル）については，以下に

考え方を示す。 

２次元ＦＥＭによる地震応答解析モデルの範囲が，地盤及び構造物の応力状態

に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所耐震

設計技術指針 JEAG4601-1987」を適用し，以下に示すとおりモデル幅を構造物基

礎幅の５倍以上，地盤モデルの入力基盤深さを構造物基礎幅の1.5～２倍確保する。 
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２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方を第6－1－2図に示す。 

 

 

第6－1－2図 ２次元ＦＥＭにおけるモデル化範囲の考え方 

 

 

 

 

  

構造物

構造物基礎幅の
1.5～２倍

構造物基礎幅の５倍以上

ＦＥＭモデル
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屋外重要土木構造物等について，耐震評価候補断面の整理及び評価対象断面の

選定フローを第6－1－3図に示す。 
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な

る
こ

と
で

地
震

波
の

伝
搬

特
性

が
断

面
毎

に
異

な
り
，

耐
震

評
価

に
お

い
て

有
意

な
差

が
あ

る
。

⑤
床

応
答

特
性

の
差

異
の

有
無

に
よ

る
整

理

（
観

点
例

）
・
機

器
・
配

管
系

の
種

類
や

設
置

状
況

等
が

異
な

る
こ

と
で

床
応

答
特

性
が

断
面

毎
に

異
な

り
，

機
器

・
配

管
系

の
耐

震
評

価
に

お
い

て
有

意
な

差
が

あ
る

。

⑧
床

応
答

算
出

用
の

断
面

の
選

定
・
耐

震
評

価
上

の
観

点
以

外
に

機
器

・
配

管
系

の
応

答
加

速
度

及
び

応
答

変
位

の
観

点
か

ら
，

床
応

答
算

出
用

の
断

面
を

選
定

す
る

。
・
線

状
構

造
物

に
つ

い
て

は
，

強
軸

方
向

の
断

面
も

含
め

て
選

定
す

る
。

評
価

対
象

断
面

の
決

定

⑥
耐

震
評

価
候

補
断

面
の

選
定

・
「
耐

震
評

価
候

補
断

面
」
に

対
し

，
①

要
求

機
能

並
び

に
間

接
支

持
す

る
機

器
・
配

管
の

有
無

及
び

設
置

状
況

，
②

構
造

的
特

徴
，

③
周

辺
状

況
を

考
慮

し
て

耐
震

評
価

上
厳

し
い

と
考

え
ら

れ
る

断
面

を
選

定
す

る
。

（
２

）
評

価
対

象
断

面
の

選
定

評
価

対
象

構
造

物
の

断
面

※

※
箱

型
構

造
物

：
弱

軸
方

向
及

び
強

軸
方

向
の

断
面

線
状

構
造

物
：

弱
軸

方
向

の
断

面
円

筒
状

構
造

物
及

び
直

接
基

礎
：

構
造

物
中

央
を

通
る

断
面

及
び

そ
の

直
交

方
向

断
面

管
路

構
造

物
：

管
軸

直
交

方
向

の
断

面

⑦
耐

震
評

価
候

補
断

面
の

絞
り
込

み
・
詳

細
設

計
段

階
で

実
施

す
る

浸
透

流
解

析
結

果
を

踏
ま

え
，

必
要

に
よ

り
地

震
応

答
解

析
を

実
施

し
て

耐
震

評
価

候
補

断
面

の
絞

り
込

み
を

行
う
。

評
価

対
象

構
造

物
の

耐
震

評
価

候
補

断
面
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2. 屋外重要土木構造物等の耐震評価における断面選定の考え方 

2.1 各施設の配置 

本章では屋外重要土木構造物等である，取水槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク基

礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，緊急時対策

所用燃料地下タンク，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），燃料移送系配管

ダクト，屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガス

タービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機），取水口，ガスタービン発電

機用軽油タンク基礎及び取水管の断面選定の考え方を示す。 

第6－2－1－1図に屋外重要土木構造物等の全体配置図を示す。 

 

 

  

 

第 6－2－1－1 図 屋外重要土木構造物等 全体配置図 

取水口 

取水管 取水槽 

屋外配管ダクト 
（ガスタービン発電機用軽油タンク 

 ～ガスタービン発電機） 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第 1 ベントフィルタ格納槽 

ディーゼル燃料貯蔵 
タンク基礎 

燃料移送系配管 
ダクト 屋外配管ダクト 

（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

緊急時対策所用燃料地下タンク 

Ｎ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒） 
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2.2 取水槽 

取水槽の配置図を第6－2－2－1図に，設置される浸水防止設備や津波監視設備

の配置図を第6－2－2－2図～第6－2－2－3図に，平面図を第6－2－2－4図に，縦

断図を第6－2－2－5図に，断面図を第6－2－2－6図～第6－2－2－9図に，地質断

面図を第6－2－2－10図～第6－2－2－11図に，岩級断面図を第6－2－2－12図～第

6－2－2－13図にそれぞれ示す。 
取水槽は，Ｓクラス設備である原子炉補機海水ポンプ等の間接支持機能と，非

常用取水設備としての通水機能及び浸水防護重点化範囲の保持および内部溢水影

響評価から止水機能が要求される。 

浸水防護重点化範囲を保持するために止水機能が求められる部位は，ポンプ室

に設置される中床版（EL+1.1ｍ），スクリーン室に設置される中床版（EL+4.0ｍ）

及びスクリーン室南側の除じん機エリア防水壁の位置に設置される中壁（EL+1.1

ｍ～EL+8.8ｍ）である。また，内部溢水影響評価から止水機能が求められる部位

は，ポンプ室の海水ポンプエリア水密扉を設置する中壁（EL+1.1ｍ～EL+8.8ｍ）

である。 

取水槽はストレーナ室，ポンプ室，スクリーン室及び漸拡ダクト部に大別され

る，延長47.25m，幅34.95m，高さ20.5mの鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

取水槽はCM級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水槽は，通水方向と平行に配置される壁部材が多いため，通水方向が強軸と

なり，通水直交方向が弱軸となる。 

取水槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね同様である範囲を踏

まえ，加振方向と平行に配置される壁の影響を考慮するため，壁間の幅を耐震評

価候補断面とする。 
 

 

第 6－2－2－1 図 取水槽 配置図  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水槽
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第 6－2－2－2 図 取水槽 設置される設備の配置図（縦断図） 

 

 

第 6－2－2－3 図 取水槽 設置される設備の配置図（平面図）  

単位：mm

②

②

③

③

④

④

▽EL+1100

▽EL-9800 ▽EL-9700

▽EL+4000

取水槽水位計 除じん機エリア防水壁

取水管立入ピット閉止板

海水ポンプ
エリア
水密扉

MMR
※

MMR
※

ポンプ室 スクリーン室

取水管

①

① ※ MMR（マンメイドロック）

タ
ー
ビ
ン
建
物

除じん機エリア水密扉

ストレーナ室 漸拡ダクト部

ー

①

①

②

②

③

③

④

④

⑤

⑤

ポンプ室 スクリーン室

通水方向

ストレーナ室 漸拡ダクト部

:除じん機エリア防水壁
:海水ポンプエリア水密扉
:除じん機エリア水密扉
:取水管立入ピット閉止板
:取水槽床ドレン逆止弁
:止水機能が求められる部位（浸水防護）
:止水機能が求められる部位（内部溢水）

凡例
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第 6－2－2－4 図 取水槽 平面図 

 

 

 

第 6－2－2－5 図 取水槽 縦断図（⑤－⑤断面） 

  

ポンプ室 スクリーン室

単位：mm

⑤

⑤

通水方向

海水ポンプ

：通水方向と平行に配置される壁部材

凡例

ストレーナ室 漸拡ダクト部

①

①

②

②

③

③

④

④

ポンプ室 スクリーン室

単位：mm②

②

③

③

④

④

▽EL+1100

▽EL-9800 ▽EL-9700

▽EL+4000

取水管MMR

MMR

①

①

ストレーナ室 漸拡ダクト部

ー

ポンプ室 スクリーン室

①

①

②

②

通水方向

：通水方向と直交する方向に配置される壁部材

凡例

単位：mm

ストレーナ室 漸拡ダクト部

③

③

④

④

⑤

⑤
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第 6－2－2－6 図 取水槽 断面図（①－①断面） 

 

 

 
第 6－2－2－7 図 取水槽 断面図（②－②断面） 

 

  

単位：mm

単位：mm
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第 6－2－2－8 図 取水槽 断面図（③－③断面） 

 

 

 

第 6－2－2－9 図 取水槽 断面図（④－④断面） 

 

 

 

  

単位：mm

除じん機エリア防水壁

単位：mm
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第 6－2－2－10 図 取水槽 地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

第 6－2－2－11 図 取水槽 地質断面図（③－③断面） 

  

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽

EL+8.8m

MMR

EL+1.1m

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽
EL+8.8m

MMR

EL-9.7m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）
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第6－2－2－12図 取水槽 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－2－13図 取水槽 岩級断面図（③－③断面） 

 

  

埋戻土
（掘削ズリ）

取水槽

EL+8.8m

MMR

EL+1.1m

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

CM級以上

:岩相境界線

凡例

埋戻土
（掘削ズリ）

取水槽
EL+8.8m

MMR

EL-9.7m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

CM級以上

:岩相境界線

凡例
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取水槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－2－1表）。 

 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（1/3） 

 

 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（2/3） 

 

 

第6－2－2－1表 耐震評価候補断面の整理（取水槽）（3/3） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持
・通水
・間接支持
・止水

・通水
・間接支持

・通水
・通水
・間接支持
・止水

間接支
持する
設備

設備

・原子炉補機海水スト
レーナ

・高圧炉心スプレイ補機
海水ストレーナ

・原子炉補機海水系配
管・弁

・高圧炉心スプレイ補機
海水系配管・弁

他

・高圧炉心スプレイ補機
海水ポンプ

・原子炉補機海水ポンプ
・原子炉補機海水系配
管・弁

・高圧炉心スプレイ補機
海水系配管・弁

・海水ポンプエリア水密扉
他

・取水槽水位計
・除じん機エリア防水壁
・除じん機エリア水密扉
他

・なし ・①－①断面～③－③
断面において間接支持
する設備

設置
状況

・設備毎に異なる － ・設備毎に異なる

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ストレーナ室により構成さ
れる

・上部のポンプ室及び下
部の３連のボックスカル
バートにより構成される

・上部のスクリーン室及び
下部の６連のボックスカ
ルバートにより構成される

・２連のボックスカルバート
により構成される

・ストレーナ室，ポンプ室，
スクリーン室及び取水管
取合部により構成される

・中床版に開口部が存在
しない

・中床版に開口部が存在
する

・中床版に開口部が存在
する

・開口部が存在しない ・中床版に開口部が存在
する

寸法
・幅33.90m，高さ
8.70m

・幅32.50～34.95m，高さ20.50m
・幅22.55～32.50m，
高さ10.40m

・幅47.25m，高さ
20.50m

観点
取水槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている
・①－①断面はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持されているが，MMRの周辺地質が岩盤であり，②－②～⑤－⑤断面と
の差異は小さいと判断する

構造物
側部及
び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が
分布している

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している
・MMRは高さ約6.7mで，矩形である

・埋戻土（掘削ズリ）
及びMMRが分布して
いる

・MMRは高さ約4.4m
及び11.8mで台形状
である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし ・タービン建物

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質は各断面で概ね同様であり，地震波の伝搬特性は概ね同様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，①－①～③－③及び⑤－⑤断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴並びに周辺状況に差異があることから，
各断面の床応答特性が異なる
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【取水槽の各部位における要求機能及び耐震評価条件について】 

 取水槽の弱軸方向断面において加振方向と平行に配置される壁（以降，妻壁と

呼ぶ）を含む各部位の耐震評価は，基準地震動Ｓｓによる地震応答解析を実施し，

各部位に生じる応力度等が許容限界を超えないことを確認する。各部位の許容限

界について，取水槽には第6－2－2－14図，第6－2－2－15図に示すとおり止水機

能が求められる部位があり，その他の部位では通水機能や支持機能が求められ，

部位ごとに要求機能が異なる。したがって，各要求機能に対する目標性能を第6－

2－2－2表のとおり整理し，目標性能毎に許容限界を設定する。なお，妻壁は次頁

に示すとおり等価剛性としてモデル化し，弱軸方向加振において耐震壁としての

役割を担うことから，妻壁を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」（以下，「ＲＣ規準」という。）

に準拠した耐震評価を行う。ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん

断）に対して，コンクリートのみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担で

きるせん断耐力のいずれか大きい方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定

する。したがって，壁部材に生じるせん断力がコンクリートのみで負担できるせ

ん断力以下であれば，鉄筋によるせん断負担はなく鉄筋には応力が発生しないも

のとして取り扱う。 

 

 
第6－2－2－14図 取水槽 止水機能が求められる部位（縦断図（⑤－⑤断面）） 

 

 

第6－2－2－15図 取水槽 止水機能が求められる部位（平面図）  

単位：mm

▽EL+1100

▽EL-9800 ▽EL-9700

▽EL+4000

MMR

MMR

ポンプ室 スクリーン室

取水管

タ
ー
ビ
ン
建
物

ストレーナ室 漸拡ダクト部

ー

:止水機能が求められる妻壁（浸水防護）

:止水機能が求められる妻壁（内部溢水）

:止水機能が求められる中床版

凡例

単位：mm

⑤

⑤

ポンプ室 スクリーン室

通水方向

ストレーナ室 漸拡ダクト部

:止水機能が求められる妻壁（浸水防護）

:止水機能が求められる妻壁（内部溢水）

:止水機能が求められる中床版

凡例
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第6－2－2－2表 要求機能に応じた許容限界 

 

 

【取水槽の妻壁における2次元等価剛性モデルの適用】 

2次元FEMモデルを用いた基準地震動Ssによる地震応答解析を実施し耐震評価を

実施するが，妻壁の拘束効果を期待する取水槽については，先行プラントの審査

実績を踏まえて，構造物と地盤の相互作用により発生する土圧を正しく評価する

ため，妻壁の剛性を考慮した２次元モデルでモデル化する。各妻壁で要求機能及

び支持される設備の種類や設置状況が異なる場合は，妻壁間の幅をモデル化範囲

とすることにより，要求機能等に応じた妻壁毎の耐震評価が可能である。ただし，

妻壁から対象とする断面までの距離に依存して拘束効果が減少することや，妻壁

の非線形性の有無，妻壁との接合部における応力集中を確認する必要があること

から， 3次元モデルによる検討を実施する。2次元モデル及び3次元モデルの概念

図を第6－2－2－16図に示す。 

 

 
第6－2－2－16図 2次元モデル及び3次元モデルの概念図 

  

要求機能
要求機能に対する

目標性能

許容限界
解析手法 解析モデル

曲げ せん断

通水機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力

時刻歴応答解析
地質データに基づく
FEMモデル

止水機能
鉄筋が降伏しない
発生せん断力がせん断耐力以下

圧縮ひずみ：コンクリートの圧縮強度に対応するひずみ
主筋ひずみ：鉄筋の降伏強度に対応するひずみ

せん断耐力

支持機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力

加振方向
（弱軸方向）

側壁・隔壁

妻壁

モデル化範囲

妻壁（等価剛性）

側壁・隔壁
側壁・隔壁

２次元

加振方向
（弱軸方向）

側壁・隔壁

妻壁

妻壁の拘束効果の減少

応力が集中
する部位

３次元

妻壁を有する構造物

２次元モデル

3次元モデル
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2.3 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎（地中部及び半地下部）の配置図を第 6－2－3

－1図に，平面図を第 6－2－3－2図に，縦断図を第 6－2－3－3 図に，断面図を第

6－2－3－4 図～第 6－2－3－5 図に，地質断面図を第 6－2－3－6 図に，岩級断面

図を第 6－2－3－7 図にそれぞれ示す。 
ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，Ｓクラス設備である非常用ディーゼル発電

設備ディーゼル燃料貯蔵タンク等の間接支持機能が要求される。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，延長約 20m，幅約 19m，高さ約 7m の鉄筋コ

ンクリート造の地中及び半地下構造物である。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎は，CM 級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（地中部は南北方向，半地下部は東西方向）に加振した場合は，加振

方向に直交する方向の構造物の長さに対する加振方向と平行に配置される壁の厚

さの割合が大きくなるので，長辺方向が強軸となり，短辺方向（地中部は東西方

向，半地下部は南北方向）が弱軸となる。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が

概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－3－1 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎
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第6－2－3－2図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 平面図 

 

 

 

第 6－2－3－3 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 縦断図（③－③断面） 

長
辺
方
向

（
地
中
部
）

① ①

単位：mm

③

③

ディーゼル燃料
貯蔵タンク基礎

長辺方向
（半地下部）

ディーゼル燃料
貯蔵タンク基礎

ディーゼル燃料
貯蔵タンク

半地下部地中部
単位：mm
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第 6－2－3－4 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

第 6－2－3－5 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

  

単位：mm

ディーゼル燃料
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第 6－2－3－6 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6－2－3－7 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 岩級断面図（②－②断面） 

  

EL+15.0m

ディーゼル燃料
貯蔵タンク基礎

EL+9.35m

MMR MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

:岩相境界線

凡例

CM級以上
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ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2

－3－1表）。 

 

第6－2－3－1表 耐震評価候補断面の整理（ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎）

（1/2） 

 
 

第6－2－3－1表 耐震評価候補断面の整理（ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎）

（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

  

観点
ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料移送ポンプ

・非常用ディーゼル発電設備燃料移
送系配管・弁

他

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料貯蔵タンク

・非常用ディーゼル発電設備料移送
系配管・弁

他

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料貯蔵タンク

・非常用ディーゼル発電設備ディーゼ
ル燃料移送ポンプ

・非常用ディーゼル発電設備料移送
系配管・弁

他

設置
状況

・設備毎に異なる

②構造的
特徴

形式

・強軸方向断面（半地下部） ・弱軸方向断面（地中部）
・強軸方向断面（地中部）
・弱軸方向断面（半地下部）

・鉄筋コンクリート造の半地下構造物 ・鉄筋コンクリート造の地中構造物
・鉄筋コンクリート造の地中構造物及
び半地下構造物

・隔壁及び中床版を有する ・３連のボックスカルバート（タンク格
納槽）により構成される

・地中部及び半地下部により構成され
る

寸法 ・幅19.22m，高さ6.50m ・幅19.22m，高さ6.65m
・幅22.90m，高さ4.20m，
6.50m及び6.65m

観点
ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている
・③－③断面はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持されているが，MMRの周辺地質が岩盤であり，①－①～②
－②断面との差異は小さいと判断する

構造物
側部及び

上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している
・MMRの周辺地質が岩盤であり，各断面で差異は小さいと判断する

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物 ・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴及び周辺状況に差異がある
ことから，各断面の床応答特性が異なる
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2.4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の配置図を第6－2－4－1図に，平面図を第6－

2－4－2図に，縦断図を第6－2－4－3図に，断面図を第6－2－4－4図～第6－2－4

－5図に，地質断面図を第6－2－4－6図～第6－2－4－7図に，岩級断面図を第6－2

－4－8図～第6－2－4－9図にそれぞれ示す。 
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，常設重大事故等対処設備である低圧原子

炉代替注水ポンプ等の間接支持機能が要求される。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，延長26.6m，幅13.4m，高さ16.0m又は19.6m

の鉄筋コンクリート造の地中構造物である。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，CM級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向に直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に設置される壁の厚さの割合が大きくなるので，長

辺方向が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴

が概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－4－1 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 配置図 

  

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

 Ｎ 
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第 6－2－4－2 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 

 

 

 

第 6－2－4－3 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 縦断図（③－③断面） 

 

  

 Ｎ 

①

①

②

②

③③

単位：mm

長辺方向

① ①

② ②

単位：mm

ディーゼル燃料
貯蔵タンク基礎③

③
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第 6－2－4－4 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－4－5 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（②－②断面） 

 

  

原
子
炉
建
物

単位：mm
低圧原子炉
代替注水ポンプ
格納槽

原
子
炉
建
物

単位：mm
低圧原子炉
代替注水ポンプ
格納槽
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第 6－2－4－6 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 
第 6－2－4－7 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－4－8図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－4－9図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 岩級断面図（②－②断面）  

EL+0.7m

EL+15.0m

原子炉建物
MMR

低圧原子炉
代替注水ポンプ
格納槽

MMR

CM級以上

:岩相境界線

凡例

EL+0.7m

原子炉建物
MMR

低圧原子炉
代替注水ポンプ
格納槽

MMR

EL+15.0m

CM級以上

:岩相境界線

凡例
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低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，

周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－

2－4－1表）。 

 

第6－2－4－1表 耐震評価候補断面の整理（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）

（1/2） 

 
 

第6－2－4－1表 耐震評価候補断面の整理（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽）

（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

  

観点
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持 ・貯水
・間接支持
・貯水

間接支
持する
設備

設備
・低圧原子炉代替注水ポンプ
・低圧原子炉代替注水系 配管 弁
他

・なし ・低圧原子炉代替注水ポンプ
・低圧原子炉代替注水系 配管 弁
他

設置
状況

・設備毎に異なる － ・設備毎に異なる

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・中床版を有する ・水槽により構成される ・隔壁及び中床版を有する

寸法
・幅13.40m，高さ16.00～
19.60m

・幅13.40m，高さ16.00m
・幅26.60m，高さ16.00～
21.19m

観点
低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部 ・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物側部
及び上部

・周辺に埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約16.0mで，概ね矩形である

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物 ・第１ベントフィルタ格納槽

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，①－①及び③－③断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状
況に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.5 第1ベントフィルタ格納槽 

第1ベントフィルタ格納槽の配置図を第6－2－5－1図に，平面図を第6－2－5－2

図に，縦断図を第6－2－5－3図に，断面図を第6－2－5－4図～第6－2－5－5図に，

地質断面図を第6－2－5－6図～第6－2－5－7図に，岩級断面図を第6－2－5－8図

～第6－2－5－9図にそれぞれ示す。 
第1ベントフィルタ格納槽は，常設重大事故等対処設備である第１ベントフィル

タスクラバ容器等の間接支持機能及び遮蔽機能が要求される。 

第1ベントフィルタ格納槽は，延長24.6m，幅13.4m，高さ14.0m～18.7mの鉄筋コ

ンクリート造の地中構造物である。 

第１ベントフィルタ格納槽はMMR（マンメイドロック）を介してCM級以上の岩盤

に支持されている。 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向に平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

第１ベントフィルタ格納槽の弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が概ね

同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

第 6－2－5－1 図 第 1 ベントフィルタ格納槽 配置図 

  

第１ベントフィルタ格納槽

 Ｎ 
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第 6－2－5－2 図 第 1 ベントフィルタ格納槽 平面図 

 

 

第 6－2－5－3 図 第 1 ベントフィルタ格納槽 縦断図（③－③断面） 

  

低圧原子炉
代替注水ポンプ
格納槽

補助
消火水槽

▽EL+15000

MMR

MMR

単位：mm

▽EL+700

第１ベントフィルタ
格納槽

：遮蔽壁または遮蔽床

凡例

4条－別紙6－32

118



 

 

 

第 6－2－5－4 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－5－5 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（②－②断面） 
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第 6－2－5－6 図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－5－7 図 第１ベントフィルタ格納槽 地質断面図（②－②断面） 
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第6－2－5－8図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（①－①断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6－2－5－9図 第１ベントフィルタ格納槽 岩級断面図（②－②断面） 
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第１ベントフィルタ格納槽について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状

況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－5－

1表）。 

 

第6－2－5－1表 耐震評価候補断面の整理（第１ベントフィルタ格納槽）（1/2） 

 
 

第6－2－5－1表 耐震評価候補断面の整理（第１ベントフィルタ格納槽）（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

 

  

観点
第１ベントフィルタ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能
・間接支持
・遮蔽

間接支
持する
設備

設備

・第１ベントフィルタスクラバ容器
・圧力開放板
・格納容器フィルタベント系配管・弁
他

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器
・格納容器フィルタベント系配管・弁
他

・第１ベントフィルタスクラバ容器
・圧力開放板
・格納容器フィルタベント系配管・弁
・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器
他

設置
状況

・設備毎に異なる。

②構造的
特徴

形式

・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・隔壁及び中床版を有する

寸法
・幅13.40m，高さ14.00～
18.70m

・幅13.40m，高さ14.00m
・幅24.60m，高さ14.00～
17.60m

観点
第１ベントフィルタ格納槽

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約5.7mで矩形及び台形状である

構造物側
部及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約14.0m～19.7mで矩形である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・原子炉建物
・補助消火水槽
・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況，構造的特徴並びに周辺状況に差異があ
ることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.6 緊急時対策所用燃料地下タンク 

緊急時対策所用燃料地下タンクの配置図を第6－2－6－1図に，平面図を第6－2

－6－2図に，縦断図を第6－2－6－3図に，断面図を第6－2－6－4図に，地質断面

図を第6－2－6－5図に，岩級断面図を第6－2－6－6図にそれぞれ示す。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，常設重大事故緩和設備であり，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）で構成され，非常用発電装置に係る燃料の

貯蔵が要求される構造物である。なお，要求性能を期待する部位は，鉄筋コンク

リート躯体及びライナ（鋼製タンク）である。 
緊急時対策所用燃料地下タンクは，延長12.8m，幅3.85m，高さ3.9mの鉄筋コン

クリート造の地中構造物である。 

緊急時対策所用燃料地下タンクは，CM級以上の岩盤に直接支持されている。 

長辺方向（東西断面）に加振した場合は，加振方向と直交する方向の構造物の

長さに対する加振方向と平行に配置される壁の割合が大きくなるので，長辺方向

が強軸となり，短辺方向（南北方向）が弱軸となる。 

緊急時対策所用燃料地下タンクの弱軸方向断面では，配筋を含め構造的特徴が

概ね同様である範囲から代表となる範囲を耐震評価候補断面とする。 

 

 

 

第 6－2－6－1 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 配置図 

  

緊急時対策所用燃料地下タンク

 Ｎ 
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第 6－2－6－2 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

 

 

 
第 6－2－6－3 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 縦断図（②－②断面） 
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第 6－2－6－4 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－6－5 図 緊急時対策所用燃料地下タンク 地質断面図（①－①断面） 
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第 6－2－6－6図 緊急時対策所用燃料地下タンク 岩級断面図（①－①断面） 
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緊急時対策所用燃料地下タンクについて，間接支持する設備，構造的特徴，周

辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2

－6－1表）。 

 

第6－2－6－1表 耐震評価候補断面の整理（緊急時対策所用燃料地下タンク）（1/2） 

 

 

第6－2－6－1表 耐震評価候補断面の整理（緊急時対策所用燃料地下タンク）（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

  

観点
緊急時対策所用燃料地下タンク

①－①断面 ②－②断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・非常用発電装置に係る燃料の貯蔵

間接支
持する
設備

設備 ・なし

設置
状況

－

②構造的
特徴

形式
・弱軸方向断面 ・強軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

寸法 ・幅3.85ｍ，高さ3.90ｍ ・幅12.80ｍ，高さ3.90ｍ

観点
緊急時対策所用燃料地下タンク

①－①断面 ②－②断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物
側部及び

上部

・MMRが分布している

・MMRは高さ約4.0ｍで，矩形である

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質は概ね一様であり，地震波の伝搬特性は一様である

⑤機器・配管系の振動特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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2.7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の配置図を第6－2－7－1図に，平面

図を第6－2－7－2図に，縦断図を第6－2－7－3図に，断面図を第6－2－7－4図～

第6－2－7－7図に，地質断面図を第6－2－7－8図に，地質縦断図を第6－2－7－9

図に，岩級縦断図を第6－2－7－10図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，Ｓクラス設備である非常用ガス

処理系配管・弁等の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，延長約20mの鉄筋コンクリート造

の地中構造物であり，幅6.7m，高さ3.1mの２連のボックスカルバート構造，幅6.2m，

高さ3.6mのボックスカルバート構造に大別される延長方向に断面の変化が小さい

線状構造物である（第6－2－7－4図～第6－2－7－7図）。 
 間接支持する配管の管軸方向と平行に配置される壁部材が多いので，間接支持

する配管の管軸方向が強軸となる。 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）はMMRを介してCM級以上の岩盤に支持

されている。 

 
第6－2－7－1図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 配置図 

 

 

第6－2－7－2図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 
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第6－2－7－3図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 縦断図（⑤－⑤断

面） 

 

第6－2－7－4図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 縦断図（①－①断

面）  
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第6－2－7－5図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－7－6図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（③－③断面） 

 

 

第6－2－7－7図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（④－④断面） 
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第6－2－7－8図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質断面図（③－③

断面） 

 

 

第6－2－7－9図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）地質縦断図（⑤－⑤

断面） 
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第6－2－7－10図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）岩級縦断図（⑤－⑤

断面） 
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屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）について，間接支持する設備，構造

的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理し

た（第6－2－7－1表）。 

 

第6－2－7－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒））（1/2） 

 

 

第6－2－7－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒））（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

  

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接
支持
する
設備

設備
・非常用ガス処理系 配管，弁
・非常用ディーゼル発電設備燃料移送系 配管，弁
・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料移送系 配管，弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的
特徴

形式

・強軸方向断面 ・弱軸方向断面

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート ・２連のボックスカルバート ・ボックスカルバート

・底版が，屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）弱
軸方向断面の頂版の一部と
一体化している

・底版が，屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）強
軸方向断面の頂版の一部と
一体化している

―

寸法 ・幅19.60m，高さ3.60m ・幅6.70m，高さ2.50m ・幅6.70m，高さ3.10m ・幅6.20m，高さ3.60m

観点
屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物
下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約3.9～6.8mで，
断面方向に一様に分布している

・MMRは高さ約1.0～3.9mで，
断面方向に一様に分布している

・MMRは高さ約4.9m～10.4m
で，構造物直下に分布している

・MMRは高さ約4.9mで，構造物
直下に分布している

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質
変化部

・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・屋外配管ダクト（タービン建物～
排気筒）は排気筒と構造目地
で接続されており，排気筒の影
響を受けないことから，モデル化
する隣接構造物はない

・タービン建物 ・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状況に差異があることから，
各断面の床応答特性が異なる

4条－別紙6－47

133



 

【屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の3次元モデルによる耐震評価】 

第6－2－7－11図～第6－2－7－13図に示すように，屋外配管ダクト（タービン

建物～排気筒）の底版の一部が，下位クラス施設である屋外配管ダクト（タービ

ン建物～放水槽）の頂版の一部と一体化している範囲があることから，当該部位

のような複雑な構造における立体的な作用荷重を精緻に評価するため，2次元FEM

モデルによる耐震評価に加えて，3次元モデルによる検討を実施する。 

 

 

第6－2－7－11図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 

 

 
第6－2－7－12図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（①－①断面）  

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

②

②

 Ｎ 

①

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

①

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

排気筒

▽EL+8800

W→←E

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

19690

3
6
0
0

▽EL+8500

単位：mm

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例
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第6－2－7－13図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（②－②断面） 

 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部は，上位クラス施設であ

る屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）を間接支持する構造物であることか

ら，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と同じ要求機能を満足することを

確認する。屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部の要求機能，目

標性能，許容限界等を第6－2－7－2表に示す。 

 

第6－2－7－2表 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の一体化部における

耐震評価条件 

 
 

 

3次元モデル範囲は，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダク

ト（タービン建物～放水槽）のそれぞれの構造目地間とし，イメージを第6－2－7

－14図に示す。 

 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物
～放水槽）

単位：mm

タービン建物

:3次元モデル範囲

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

要求機能
要求機能に対する

目標機能
許容限界

解析手法 解析モデル
曲げ せん断

支持機能 終局状態に至らない 限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ せん断耐力 時刻歴応答解析
地質データに基づく
FEMモデル
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第6－2－7－14図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）イメージ図  

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

タービン建物
東

西
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2.8 燃料移送系配管ダクト 

燃料移送系配管ダクトの配置図を第6－2－8－1図に，平面図を第6－2－8－2図

に，縦断図を第6－2－8－3図に，断面図を第6－2－8－4図～第6－2－8－5図に，

地質断面図を第6－2－8－6図に，地質縦断図を第6－2－8－7図に，岩級縦断図を

第6－2－8－8図にそれぞれ示す。 

燃料移送系配管ダクトは，Ｓクラス設備である非常用ディーゼル発電設備燃料

移送系配管・弁の間接支持機能が要求される。 

燃料移送系配管ダクトは，延長12.6mの鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，

幅2.7m，高さ3.55～4.25mのボックスカルバート構造の延長方向に断面の変化が小

さい線状構造物である（第6－2－8－4図～第6－2－8－5図）。 
燃料移送系配管ダクトは，一部MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

 

第 6－2－8－1 図 燃料移送系配管ダクト 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

燃料移送系配管ダクト
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第 6－2－8－2 図 燃料移送系配管ダクト 平面図 

 

 

 

第 6－2－8－3 図 燃料移送系配管ダクト 縦断図（③－③断面） 

  

① ①

 Ｎ 

② ②

③

③

単位：mm

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

復水貯蔵
タンク基礎

ディーゼル燃料
貯蔵タンク基礎

燃料移送系
配管ダクト

←S N→

▽EL+15000

単位：㎜

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

折
れ
点

折
れ
点
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第 6－2－8－4 図 燃料移送系配管ダクト 断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－8－5 図 燃料移送系配管ダクト 断面図（②－②断面） 

 

  

単位：mm

燃料移送系
配管ダクト

単位：mm

燃料移送系
配管ダクト
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第 6－2－8－6 図 燃料移送系配管ダクト 地質断面図（①－①断面） 

 

 

 

第6－2－8－7図 燃料移送系配管ダクト 地質縦断図（③－③断面） 
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第6－2－8－8図 燃料移送系配管ダクト 岩級縦断図（③－③断面） 

 

 

  

:岩相境界線

凡例

埋戻土
（掘削ズリ）

燃料移送系
配管ダクト
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折
れ
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折
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燃料移送系配管ダクトについて，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及

び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－8－1表）。 

 

第6－2－8－1表 耐震評価候補断面の整理（燃料移送系配管ダクト） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 

 

 

 

  

観点
燃料移送系配管ダクト

①－①断面 ②－②断面

①要求機能並
びに間接支持
する機器・配
管の有無及び

設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備 ・非常用ディーゼル発電設備燃料移送系 配管・弁

設置状況 ・延長方向に一様に配置されている

②構造的特徴
形式

・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅2.70m，高さ4.25m ・幅2.70m，高さ3.55m

③周辺
状況

周
辺
地
質

構造物下部 ・一部MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

構造物側部及び
上部

・周辺に埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約3.6m～13.1mで，台形状である

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異はなく，地震波の伝搬特性は一様
である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況並びに周辺状況は一
様であるが，構造的特徴に差異があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.9 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）の配置図を第6－2－9－1図に，

平面図を第6－2－9－2図に，縦断図を第6－2－9－3図に，断面図を第6－2－9－4

図～第6－2－9－7図に，地質断面図を第6－2－9－8図～第6－2－9－9図に，地質

縦断図を第6－2－9－10図に，岩級縦断図を第6－2－9－11図にそれぞれ示す。 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）は，Ｓクラス設備である非常

用ディーゼル発電設備燃料移送系配管・弁の間接支持機能が要求される。 

屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）は，延長約62mの鉄筋コンクリ

ート造の地中構造物であり，幅2.670m ～3.850m，高さ3.739m ～4.246mのボック

スカルバート構造の延長方向に断面の変化が小さい線状構造物である（第6－2－9

－4図～第6－2－9－7図）。 
屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）はMMRを介してCM級以上の岩盤

に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 

 

 

第 6－2－9－1 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 配置図  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～原子炉建物）
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第 6－2－9－2 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 平面図 

 

 

 

第 6－2－9－3 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

縦断図（⑤－⑤断面） 

原
子
炉
建
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単位：mm
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第 6－2－9－4 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（①－①断面） 

 

 

 

第 6－2－9－5 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（②－②断面） 

 

 

  

単位：mm

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～
原子炉建物）

単位：mm

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～
原子炉建物）
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第 6－2－9－6 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（③－③断面） 

 

 

 

第 6－2－9－7 図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（④－④断面） 
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第 6－2－9－8図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（②－②断面） 

 

 

第 6－2－9－9図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質断面図（④－④断面） 
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第6－2－9－10図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

地質縦断図（⑤－⑤断面） 

 

第6－2－9－11図 屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物） 

岩級縦断図（⑤－⑤断面） 
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屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）について，間接支持する設備，

構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整

理した（第6－2－9－1表）。 

 

第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物））（1/2） 

 

 

第6－2－9－1表 耐震評価候補断面の整理 

（屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物））（2/2） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
  

観点
屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・間接支持

間接支
持する
設備

設備 ・非常用ディーゼル発電設備燃料移送系 配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている

②構造的
特徴

形式
・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・ボックスカルバート

寸法 ・幅3.85m，高さ4.25m ・幅2.67m，高さ3.74m

観点
屋外配管ダクト（復水貯蔵タンク～原子炉建物）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部

・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約2.1m及び15.5mで一様に分布してい
る

・MMRは高さ約15.5mで西側に一
様に分布している

・MMRは高さ約15.5mでL字形
である

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している ・埋戻土（掘削ズリ）及びMMRが分布している

・MMRは高さ約6.1m及び19.5mで一様に分布してい
る

・MMRは高さ約19.1mで西側に一
様に分布している

・MMRは高さ約3.6mで西側に
一様に分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし ・原子炉建物

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が各断面で異なり，地震波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であるが，構造的特徴及び周辺状況に差異があ
ることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.10 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）の

配置図を第6－2－10－1図に，平面図を第6－2－10－2図に，縦断図を第6－2－10

－3図に，断面図を第6－2－10－4図～第6－2－10－6図に，地質断面図を第6－2－

10－7図に，地質縦断図を第6－2－10－8図に，岩級縦断図を第6－2－10－9図にそ

れぞれ示す。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

Ｓクラス設備であるガスタービン発電機用燃料移送配管・弁の間接支持機能が要

求される。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

延長58.32m，幅2.8m，高さ1.8mの鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，延長

方向に断面の変化がない線状構造物である（第6－2－10－4～第6－2－10－6図）。 
屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，

MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている。 

間接支持する配管の管軸方向と直交する方向に配置される壁部材が少ないので，

間接支持する配管の管軸方向が強軸となり，管軸直交方向が弱軸となる。 
 

 

第 6－2－10－1 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 配置図  

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～

ガスタービン発電機）

 Ｎ 
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第6－2－10－2図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

 

 

第6－2－10－3図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

縦断図（④－④断面） 

  

②

②

 
Ｎ

 

④

④

単位：mm

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

①

①

③ ③

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～

ガスタービン発電機）常設代替
交流電源
設備建物

ガスタービン
発電機用

軽油タンク基礎

←E W→

単位：㎜

▽EL+45950

折
れ
点

折
れ
点
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第6－2－10－4図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－10－5図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（②－②断面） 

 

 

第 6－2－10－6 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（③－③断面）  

単位：mm

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）

単位：mm
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）

単位：mm
屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）
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第 6－2－10－7 図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－10－8図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

地質縦断図（④－④断面） 

  

約1.8m

EL+45.95m

約
1
.2

m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機）

EL+47.25m

埋戻土
（掘削ズリ）

約55.7m

MMR

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機）

折
れ

点

折
れ

点

EL+45.95m
EL+47.25m
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第6－2－10－9図 屋外配管ダクト 

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

岩級縦断図（④－④断面） 

  

MMR

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機）

折
れ

点

折
れ

点

EL+45.95m
EL+47.25m

CM級以上

:岩相境界線

凡例
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屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）に

ついて，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏

まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－10－1表）。 
 

第6－2－10－1表 耐震評価候補断面の整理 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。  

観点
屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面

①要求機
能並びに間
接支持する
機器・配管
の有無及び
設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持
する設備

設備 ・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁

設置
状況

・延長方向に一様に配置されている。

②構造的
特徴

形式 ・鉄筋コンクリート造の地中構造物

寸法 ・幅2.80m，高さ1.80m

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部
・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている

・MMRは高さ約0.8～1.0m程度で台形状である。

構造物側部
及び上部

・埋戻土（掘削ズリ）が分布している。

地質変化部 ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異はなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況は一様であり，構造的特徴及び周辺状況も一様である
ことから，各断面の床応答特性に差異はない
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2.11 取水口 

取水口の配置図を第6－2－11－1図に，平面図を第6－2－11－2図に，断面図を

第6－2－11－3図～第6－2－11－4図に，地質断面図を第6－2－11－5図～第6－2－

11－6図に，岩級断面図を第6－2－11－7図～第6－2－11－8図にそれぞれ示す。 
取水口は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水口は，直径18.6m，高さ13mの基部をアンカーコンクリートで巻き立てられ

た鋼製の構造物である。 

取水口はCM級以上の岩盤に直接支持されている。 

取水口は円筒状構造物であるため，強軸及び弱軸が明確ではない。 
 

 

第 6－2－11－1 図 取水口 配置図 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水口
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第6－2－11－2図 取水口 平面図 

 

 

 

  

取水口Ⅰ

①，③

③

取水口Ⅱ

N

①

②

②
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第 6－2－11－3 図 取水口Ⅰ 断面図（①－①断面） 

 

 

第 6－2－11－4 図 取水口Ⅰ 断面図（②－②断面） 

 

  

単位：mm
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第6－2－11－5図 取水口 地質断面図（②－②断面） 

 

 
第6－2－11－6図 取水口 地質断面図（③－③断面） 

 

 

  

約19m

約
1
3
m

取水口

EL-22.0m

取水管
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第6－2－11－7図 取水口 岩級断面図（②－②断面） 

 

 

 

第6－2－11－8図 取水口 岩級断面図（③－③断面） 

 

  

取水口Ⅰ

EL-22.0m

取水管

CM級以上

:岩相境界線

凡例

折
れ

点

取水口Ⅰ

EL-22.0m

取水口Ⅱ

CM級以上 CM級以上

:岩相境界線

凡例
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取水口について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－11－1表）。 
 

第6－2－11－1表 耐震評価候補断面の整理（取水口） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
  

観点
取水口

①－①断面，③－③断面 ②－②断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・通水

間接支持
する設備

設備 ・なし

設置状況 －

②構造的
特徴

形式 ・鋼製の円筒状構造物

寸法 ・Φ18.60ｍ，高さ13.00m

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部 ・CM級以上の岩盤に直接支持されている

構造物側部
及び上部

・アンカーコンクリート及び海底堆積物・風化岩が分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 －（水中構造物）

モデル化する
隣接構造物

・なし
・取水口は取水管と可撓ジョイントで接続され
ており，取水管の影響を受けないことから，
モデル化する隣接構造物はない

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，断面位置により周辺状況に差異がなく，地震波の伝搬特性は一
様である

⑤床応答特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない
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2.12 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎の配置図を第6－2－12－1図に，平面図を

第6－2－12－2図に，断面図を第6－2－12－3～第6－2－12－4図に，地質断面図を

第6－2－12－5図に，岩級断面図を第6－2－12－6図にそれぞれ示す。 
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，常設重大事故等対処設備であるガス

タービン発電機用軽油タンク等の間接支持機能が要求される。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，幅18m×18mの鉄筋コンクリート造の

構造物である。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，MMRを介してCM級以上の岩盤に支持さ

れている。 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎は正方形の直接基礎であるため，強軸及

び弱軸が明確ではない。 
 

 

第 6－2－12－1 図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 配置図 

  

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎

 Ｎ 
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第 6－2－12－2 図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

 

第6－2－12－3図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（①－①断面） 

 

 

第6－2－12－4図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（②－②断面）  

①

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎
N

①

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用
軽油タンク～ガスタービン発電機）

単位：mm

② ②

単位：mm

単位：mm
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第6－2－12－5図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 地質断面図（①－①断

面） 

 

 
第6－2－12－6図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 岩級断面図（①－①断

面）  

18m

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

EL+45.8m

埋戻土
（掘削ズリ）

埋戻土
（掘削ズリ）

EL+47.2m

MMR

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

EL+45.8m

埋戻土
（掘削ズリ）

埋戻土
（掘削ズリ）

EL+47.2m

MMR

CM級以上

:岩相境界線

凡例
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ガスタービン発電機用軽油タンク基礎について，間接支持する設備，構造的特

徴，周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第

6－2－12－1表）。 
 

第6－2－12－1表 耐震評価候補断面の整理（ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎） 

 

 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。 
 

 

 

観点
ガスタービン発電機用軽油タンク基礎

①－①断面 ②－②断面

①要求機
能並びに間
接支持する
機器・配管
の有無及び
設置状況

要求機能 ・間接支持

間接支持
する設備

設備
・ガスタービン発電機用軽油タンク
・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁

設置状況 ・一様に配置されている

②構造的
特徴

形式
・鉄筋コンクリート造の地中構造物

・断面急変部は存在しない

寸法 ・幅18.00×18.00ｍ

③周辺
状況

周辺地質

構造物下部
・MMRを介してCM級以上の岩盤に支持されている
・MMRは高さ約0.7mで，矩形である

構造物側部
及び上部

・岩盤及び一部に埋戻土（掘削ズリ）が分布している

地質変化部 ・南側に岩盤斜面が存在する ・なし

地下水位 ・解析結果等を踏まえて整理する。

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性 ・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質に差異がなく，地震波の伝搬特性は一様である

⑤床応答特性
・観点①での整理のとおり，各断面に間接支持する設備がある
・観点①～③での整理のとおり，間接支持する設備の種類及び設置状況並びに構造的特徴は一様であるが，周辺状況に差異
があることから，各断面の床応答特性が異なる
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2.13 取水管 

取水管の配置図を第6－2－13－1図に，平面図を第6－2－13－2図に，縦断図を

第6－2－13－3図に，輪谷湾周辺の底質分布を第6－2－13－4図に，平面図（詳細

図）を第6－2－13－5図に，断面図を第6－2－13－6図～第6－2－13－7図に，地質

断面図を第6－2－13－8～第6－2－13－11図に，地質縦断図を第6－2－13－12図に，

岩級縦断図を第6－2－13－13図にそれぞれ示す。 

取水管は，非常用取水設備であり，通水機能が要求される。 

取水管は，取水口と取水槽を結ぶ，管径φ4,300mmの鋼製の構造物であり，北側

より，③－③断面（砕石），①－①断面（巻立コンクリート）により構成され，通

水方向に対して一様の断面形状を示す管路構造物である（第6－2－13－6図～第6

－2－13－7図）。 

取水管の縦断方向（通水方向）は，通水方向に対して空間を保持できるように

構造部材が配置されていることから強軸となり，横断方向（通水方向に対する直

交方向）が弱軸となる。 

輪谷湾の底質土砂は，岩及び砂礫で構成されているが，島根２号炉の取水口・

取水管が設置される周辺は，岩が分布している（第6－2－13－4図）。 
 取水管は，岩盤掘削した中に砕石またはコンクリートを介して CM 級以上の岩盤

に支持されている。 

 

第 6－2－13－1 図 取水管 配置図 

 

  

 

 

 

第 6－1－1 図 平面配置図 

取水管
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第 6－2－13－2 図 取水管 平面図 
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第 6－2－13－3 図 取水管 縦断図（⑥－⑥断面）  
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第6－2－13－4図 輪谷湾周辺の底質分布（自社調査（1995）） 

 

 

 

第 6－2－13－5 図 取水管 平面図（詳細図） 
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第 6－2－13－6 図 取水管 断面図（③－③断面） 

 

 

第 6－2－13－7 図 取水管 断面図（①－①断面） 

単位：mm

単位：mm 
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第6－2－13－8図 取水管 地質断面図（②－②断面） 

 

 

第6－2－13－9図 取水管 地質断面図（③－③断面） 
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第6－2－13－10図 取水管 地質断面図（④－④断面） 

 

 

第6－2－13－11図 取水管 地質断面図（⑤－⑤断面） 
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第6－2－13－12図 取水管 地質縦断図（⑥－⑥断面） 

 

 

 

第6－2－13－13図 取水管 岩級縦断図（⑥－⑥断面） 
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取水管について，間接支持する設備，構造的特徴，周辺状況及び地震力特性等

の観点を踏まえた耐震評価候補断面を整理した（第6－2－13－1表）。

第6－2－13－1表 耐震評価候補断面の整理（取水管） 

以上の整理を踏まえ，詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を

行う上で，構造物の応答が耐震評価上厳しくなると考えられる断面を評価対象断

面として選定する。なお，詳細設計段階において設定する地下水位等，各断面で

異なる要因があれば，その観点で整理を行い，評価対象断面を選定する。

観点
取水管（管軸直角方向）

①－①断面 ②－②断面 ③－③断面 ④－④断面 ⑤－⑤断面

①要求機
能並びに
間接支持
する機器・
配管の有
無及び設
置状況

要求機能 ・通水

間接支
持する
設備

設備 ・なし

設置位置 －

②構造的
特徴

形式 ・通水方向に対して一様の断面形状を示す鋼製の構造物

寸法 ・管径Φ4.30ｍ（２連）

③周辺
状況

周辺
地質

構造物下部
・コンクリートを介してCM級以
上の岩盤に支持されている

・砕石を介してCM級以上の岩盤に支持されている

構造物側部
及び上部

・コンクリートが分布している ・砕石が分布している

地質変化部 ・なし

地下水位 －（水中構造物）

モデル化する
隣接構造物

・なし

④地震波の伝搬特性
・観点③での整理のとおり，構造物下部の周辺地質が①－①断面と②－②～⑤－⑤断面で異なり，地震
波の伝搬特性が異なる

⑤床応答特性 ・観点①での整理のとおり，間接支持する設備がない

4条－別紙6－88

174




